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３ 議案第５６号関係 

おいらせ町乳幼児医療費給付条例 新旧対照表（抜粋） 

改 正 案 現 行 

 （給付の要件）  （給付の要件） 

第３条 乳幼児医療費の給付は、本町に住所を

有し、及び医療保険各法の被保険者又は被扶

養者である乳幼児の保護者（規則で定める特

別の理由により乳幼児医療費を支払うこと

が困難であると町長が認めた場合を除き、そ

の者の前年（１月から６月までの間に新たに

次条の認定を受けようとする場合にあって

は、前々年をいう。以下同じ。）の所得(児

童手当法施行令（昭和46年政令第281号）第

２条及び第３条の規定に基づいて算出した

額をいう。以下同じ。）が、その者の所得税

法（昭和40年法律第33号）に規定する同一生

計配偶者及び扶養親族（以下「扶養親族等」

という。）並びにその者の扶養親族等でない

乳幼児でその者が前年の12月31日において

生計を維持したものの有無及び数に応じて

別表に定める額以上の者は除く。）に対しこ

れを行う。 

第３条 乳幼児医療費の給付は、本町に住所を

有し、及び医療保険各法の被保険者又は被扶

養者である乳幼児の保護者（規則で定める特

別の理由により乳幼児医療費を支払うこと

が困難であると町長が認めた場合を除き、そ

の者の前年（１月から６月までの間に新たに

次条の認定を受けようとする場合にあって

は、前々年をいう。以下同じ。）の所得（児

童扶養手当法施行令（昭和36年政令第405号）

第３条第１項並びに第４条第１項及び第２

項の規定に基づいて算出した額をいう。以下

同じ。）が、その者の所得税法（昭和40年法

律第33号）に規定する控除対象配偶者及び扶

養親族（以下「扶養親族等」という。）並び

にその者の扶養親族等でない乳幼児でその

者が前年の12月31日において生計を維持し

たものの有無及び数に応じて別表に定める

額以上の者は除く。）に対しこれを行う。 

  

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

扶養親族等又は乳幼

児の数（人） 
所得額（円） 

０ 5,320,000 

１ 5,700,000 

２ 6,080,000 

３ 6,460,000 

４ 6,840,000 

５ 7,220,000 
 

扶養親族等又は乳幼

児の数（人） 
所得額（円） 

０ 2,342,000 

１ 2,722,000 

２ 3,102,000 

３ 3,482,000 

４ 3,862,000 

５ 4,242,000 
 

備考 備考 

１ 扶養親族等又は乳幼児の数が５人を超える場

合の限度額は、扶養親族等又は乳幼児の数が５人

の場合の所得額に扶養親族等又は乳幼児の数が

１人増すごとに38万円を加算した額とする。 

１ 扶養親族等又は乳幼児の数が５人を超える場

合の限度額は、扶養親族等又は乳幼児の数が５人

の場合の所得額に扶養親族等又は乳幼児の数が

１人増すごとに38万円を加算した額とする。 

２ 所得税法に規定する同一生計配偶者（70歳以上

の者に限る）又は老人扶養親族がある場合の限度

額は、当該受給資格者の扶養親族等又は乳幼児の

数に応じた限度額に当該同一生計配偶者又は老

人扶養親族１人につき上記の金額に６万円を加

算した額とする。 

２ 所得税法に規定する老人控除対象配偶者若し

くは老人扶養親族又は特定扶養親族等（同法に規

定する特定扶養親族又は控除対象扶養親族（19

歳未満の者に限る。）という。以下同じ。）があ

る者についての限度額は、上記の金額に次の額を

加算した額とする。 
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改 正 案 現 行 

  ①老人控除対象配偶者又は老人扶養親族１人につ

き10万円 

 ②特定扶養親族等１人につき15万円 

 


